
	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

 

 

プロジェクトの背景や、課題となっている状況を示す統計

データなどについて、グラフや図表を使い、分かりやすくま

とめました。 
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太陽光発電の導入量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気自動車（ＥＶ）の普及台数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の新成長戦略に示された成長分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県ではこれまでも、地球温暖化対策の観

点から太陽光発電の導入・普及を進めてき

ましたが、原子力発電所の事故を受け、再

生可能エネルギーへの大胆なシフトを図る

｢かながわソーラープロジェクト｣をスター

トさせ、一層の導入促進に取り組んでいま

す。 

県内の太陽光発電の導入量の推移を見ると、

2010年度末で約13.1万kW程度と推計され、前年

度と比較すると、約3.6万kW増加しています。 

走行中に二酸化炭素（ＣＯ２）を排出

しないＥＶは、地球温暖化の防止、石油

依存度の低減など環境・資源問題の有望

な切り札の一つであり、また、各家庭な

どへの普及により蓄エネとしての役割を

果たすことも期待されています。 

国は「新成長戦略」において、今後の

成長が見込まれる産業分野として、７つ

の戦略分野を定め、新たな需要と雇用創

出を見込んでいます。 

そうした中で、福島第一原子力発電所

の事故が発生し、再生可能エネルギーの

導入の気運が高まったため、エネルギー

政策を担うグリーン･イノベーション分野

では、急速な市場拡大や技術革新が期待

されています。 

 

【８ページ参照】

（経済産業省「新成長戦略」より抜粋）

７つの戦略分野と２１の国家戦略プロジェクト

グリーン・イノベーション

アジア

科学・技術・情報通信 雇用・人材

観光・地域

ライフ・イノベーション

成長の実現に向け、金融の果たすべき役割を重視し新たに戦略分野に位置づけ

金融

新たな需要と雇用の創造

分野 需要創造 雇用創造

環　境
（グリーン・イノベーション） ５０兆円 １４０万人

健　康
（ライフ・イノベーション） ５０兆円 ２８４万人

アジア １２兆円 １９万人

観光 １１兆円 ５６万人

（年度）

254

2,183

1,213

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2009 2010 2011

（県交通環境課調査より作成）

（台）

（2011年12月末）

（年度）

8.1

11.3
0.9

1.4

1.8

5.8

0

5

10

15

2008 2009 2010

（県太陽光発電推進課調査より作成）

（万kW）

住宅以外

住宅用

6.8万kW

9.5万kW

13.1万kW

県内のＥＶの普及台数は、リチウムイオ

ン電池搭載のＥＶが市販された2009年度は

254台でしたが、その後、飛躍的に増加し、

2011年12月末現在で2,000台を超えています  。
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大規模地震発生時に想定される被害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震、台風、火災などへの対策が十分整っていることの重要度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

刑法犯認知件数と検挙率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2011年３月に発生した東日本大震災で

は、想定を超えた地震・津波により、死

者数が 16,000人以上、全半壊建物が

372,000棟以上となるなど、甚大な被害が

もたらされました。また、死因の９割以

上が溺死とされています。 

一方、県の地震被害想定調査結果で

は、「三浦半島断層群の地震」で死者数

が4,350人、全半壊建物が523,540棟と想

定されるなど、大規模地震が発生した場

合、大きな被害が想定されます。 

2011年度の県民ニーズ調査によると、

「地震、台風、火災などへの対策が十分

整っていること」について「非常に重要

である」と「かなり重要である」を合わ

せた≪重要である≫との回答が９割を超

えています。 

また、県行政を進めていく上で力を入

れて取り組んでほしい分野として「防災

対策」が46.1％と、前年度の35.0％から

11.1ポイント増となっています。 

県内の 2011年刑法犯認知件数は、

85,659件で、戦後最多の件数を記録した

2002年の190,173件と比べほぼ半減してお

り、検挙率も39.0％と戦後最低を記録し

た同年の19.2％から上昇し、指数上の治

安は回復傾向にあるといえます。 

しかし、ひったくりや振り込め詐欺な

ど、県民が身近に不安を感じる犯罪の発

生などにより、県民の体感治安は改善さ

れているとはいえない状況にあります。

【11ページ参照】

三浦半島
断層群の
地震

神奈川県
西部地震

東海地震

マグニチュード 7.2 7.0 8.0 9.0

16,140

（4）

674

（17）

128,582

（0）

244,031

（38）

－

（－）

130

1,930 940

2.5 6.2

22,200 12,720

36,400 100,630

重傷者数（人）

全壊棟数（棟）

半壊棟数（棟）

430

　　　　　 地震

項目

　東日本
　大震災

※全国数値
 （）内は県内数値

想定地震 ※県内数値

経済被害額（兆円）

4,350

35,800

250,040

273,500

40.4

死者数（人）

注１ 「想定地震」の記載は、神奈川県地震被害想定調査委員会（安全防災局
　　 所管）「神奈川県地震被害想定調査」（2009年３月）による。
注２ 「東日本大震災」の記載は、消防庁災害対策本部「平成23年（2011年）
　　 東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）について（144報）」
　　（2012年２月14日）による。
　　 また、全壊棟数及び半壊棟数は、住家被害のみの数値である。

66,843

85,659

190,173

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

1976 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

0

10

20

30

40

50

60

70

認知件数(件) 検挙率(％)

(年)

（県警察本部調査より作成）

認知件数（件） 検挙率（％）

　注　1976年は、現在の集計方法になって、最も認知件数が

　　　少なかった年。

さほど重要で
ない, 0.2%

わからない,
1.6%

無回答, 1.0%

非常に重要で
ある, 59.4%

かなり重要で
ある, 31.3%

まったく重要
ではない,

0.1%

どちらともい
えない, 6.4%

（2011年度県民ニーズ調査結果より作成）n=1,350
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高齢者世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医師、看護職員の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自殺者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

神奈川の高齢化率は、現時点では全国

に比べて低いものの、今後、全国を上回

るスピードで、超高齢社会へ移行するこ

とが予測されています。 

県内の高齢者のいる世帯数の推移を見

ると、1980年から2010年の30年で、約34

万世帯から約120万世帯へと増加し、その

うち高齢単身世帯は約３万４千世帯から

約31万世帯へと約９倍の伸びを示してい

ます。 

我が国の自殺を原因とする死亡率は、

世界でも高い水準となっています。 

県内の自殺者数の推移を見ると、1998

年に急増し、その後も高い水準で推移し

ています。2006年には若干減少が見られ

ましたが、2007年以降、再び1,800人を超

えて推移しており、深刻な状況が続いて

います。 

全国的に医師や看護職員の確保が難し

い状況が続いており、今後、超高齢社会

へと移行していく中で、医師や看護職員

をはじめとした医療人材の不足が懸念さ

れています。 

2010年の人口10万人当たりの医師数及び

看護職員数を見ると、医師は全国平均219.0

人に対し187.8人、看護職員は全国平均

1,089.8人に対し736.9人となっており、特

に看護職員の不足が著しくなっています。 

【16ページ参照】

48,646 74,583

419,483

651,446

820,795

1,007,366

1,209,217

34,404
110,419

167,100
226,119

308,463

516,087

344,098

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 (年)

(世帯)

高齢単身世帯

高齢者のいる世帯
（単身世帯を含む）

（「国勢調査」より作成）

(人)

1,089.8

219.0

736.9

187.8

0

200

400

600

800

1,000

1,200

人口10万人
当たり
医師数

（神奈川）

人口10万人
当たり
医師数

（全国）

人口10万人
当たり

看護職員数
（神奈川）

人口10万人
当たり

看護職員数
（全国）

（厚生労働省「2010年医師・歯科医師･薬剤師調査」及び「2010年衛生行政報告例」より作成）

(人)

1,075

1,905

1,724
1,670 1,683

1,871
1,890

1,118 1,193

1,716

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008 2010(年)

（厚生労働省「人口動態統計(確定数)の概況」より作成)
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｢職場｣｢社会通念など｣における男女の地位の平等感 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国籍別の外国人登録者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成人の週1回以上のスポーツ実施率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

心身ともに健康で豊かな生活を送るた

めには、日ごろからスポーツをする習慣

づくりが大切です。 

2010年の県民の体力・スポーツに関す

る調査によると、県内の成人が週に１日

以上スポーツを実施する率は42.2％とな

っています。30歳代や40歳代を中心に、

仕事が忙しくて時間がない、あるいは機

会がないなどの理由から、スポーツ実施

率が低い状況にあります。 

2011年度の県民ニーズ調査によると、

男女の地位の平等感についての設問に対

して、《男性の方が優遇されている》と

した回答は、「職場で」は65.0％、「社

会通念・慣習・しきたりなどで」は

78.1％となっており、「平等」や《女性

の方が優遇されている》とした回答を大

きく上回っています。 

神奈川は外国籍県民が多く、外国人登

録者数は、東京都、大阪府、愛知県に次

ぎ、全国で４番目となっています。 

県内の外国人登録者を国籍別にみる

と、1990年には119か国でしたが、2010年

には164か国と多様化が進んでいます。ま

た、登録者数は、1990年には韓国・朝鮮

が最も多く43.2％を占めていましたが、

2010年には中国をはじめ、それ以外の国

籍が80.5％となっています。 

男性の方が
優遇されている
　　78.1

男性の方が
優遇されている
　　65.0

平等
 18.5

平等
 11.3

女性の方が
優遇されている
  　7.6

女性の方が
優遇されている
  　　5.1

わから
ない
  5.5

わから
ない
  3.6

無回答
  3.4

無回答
  1.9

（2011年度県民ニーズ調査結果より作成）

ｎ＝671

（％）

【職場で】

【社会通念・慣習・しきたりなどで】

（県国際課調査より作成)

56,689

(33.1%)
27,389

(22.2%)
13,806

(17.8%)

33,453

(27.2%)

33,414

(19.5%)

33,443

(43.2%)

12,040

(9.8%)

4,040

(5.2%)

18,249

(10.6%)12,565

(10.2%)

8,143

(10.5%)

11,410

(6.7%)

6,920

(5.6%)

2,728

(3.5%)

7,823

(4.6%)

15,19177,351

123,179

171,439

(19.6%)

30,812

(25.0%)

43,854

(25.6%)

0

50,000

100,000

150,000

200,000

1990 2000 2010 (年)

(人)

その他

ペルー

ブラジル

フィリピン

韓国・朝鮮

中国

n=1,359

週に1日以上
42.2%

月に1～3日程度
15.0%

3ヶ月に
1～2日程度

7.4%

年に1～3日程度
6.1%

わからない
2.0%

していない
17.2%

無回答
10.0%

（「県民の体力・スポーツに関する調査（2010）」より作成）
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子どもを生み、育てることに不安を持つ県民の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いじめ･暴力行為の発生件数と不登校の児童･生徒数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別支援学校の児童・生徒数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

核家族化、地域コミュニティの機能の

弱体化による社会のつながりの希薄化や

厳しい経済情勢の影響などにより、子ど

もを生み、育てることに不安を持つ県民

の割合が多くなっています。 

2011年度の県民ニーズ調査によると、

56.4％の県民が「子どもを生み育てる環

境が今のままでは、子どもを持つのはむ

ずかしい」との設問に「そう思う」と答

えています。 

本県の公立学校のいじめの認知件数・

暴力行為の発生件数、公立小・中学校の

不登校の児童･生徒数は全国と比較して高

い水準にあり、深刻な状況が続いていま

す。 

2010年度の暴力行為の発生件数は7,059

件となり、前年度と比べて減少している

一方、いじめは4,500件となり前年度より

多くなっています。 

また、不登校の児童・生徒数は9,802人

となり前年度に比べてほぼ横ばいの状況

となっています。 

様々な障害のある子どもたちに対し

て、きめ細かな教育を求める人が増えて

おり、特別支援学校への入学を希望する

児童・生徒数は年々増加の傾向にありま

す。 

特別支援学校の児童・生徒数の推移を

見ると、2011年度は2006年度と比べて

1.25倍増の7,246人となっています。 

【25ページ参照】

(件)

8,589

2,019

5,580

4,221

3,909

3,580
4,500

7,059

6,088

6,663 7,354

8,879

9,253

9,857 10,102 10,039 9,819 9,802
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3,000

5,000

7,000

9,000

11,000

2005 2006 2007 2008 2009 2010 (年度）

いじめ 暴力行為 不登校

（文部科学省「児童生徒の問題行動など生徒指導上の諸問題に関する調査」より作成）

(人)

5,778

6,078

6,423

6,654

6,974

7,246

5,500

6,000

6,500

7,000

7,500

2006 2007 2008 2009 2010 2011 (年度）

（「神奈川県学校基本調査」より作成）
注　国立・私立を除く児童・生徒数（人）

無回答
3.6%

そう思わない
40.1%

そう思う
56.4%

（2011年度県民ニーズ調査結果より作成）n=1,350

120423_1800_プロジェクト編_B4 トンボあり.pdf   58 12/04/23   18:01



 

 

神奈川を訪れた観光客数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域別の入込観光客数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文化や芸術を鑑賞したり、活動に参加できる場が身近に整っていることの重要度 

 

 

 

 

神奈川を訪れた延べ観光客数は、順調

に推移しており、2005年から毎年過去最

高を更新し、2009年には横浜開港150周年

に伴うイベントの開催などにより、大幅

に増加し、過去最高の184百万人となりま

した。2010年は前年に比べ減少したもの

の、過去２番目となりましたが、2011年

は、東日本大震災などの影響により、観

光客の減少が見込まれています。 

 

地域別の入込観光客の推移を見ると、

横浜・川崎地域は、全体として増加傾向

となっており、2010年には1988年と比較

して約1.6倍の55,400千人となっていま

す。また、湘南地域は、一時減少傾向と

なったものの、近年は回復しています。 

 なお、その他の地域は、概ね横ばいで

推移しています。 

文化芸術は、人々がやすらぎや生きる喜

びを見出すうえで欠かせないものであり、

心豊かな生活の実現に必要なものです。 

2011年度の県民ニーズ調査によると、

「文化や芸術を鑑賞したり、活動に参加

できる場が身近に整っていること」の重

要度について、「非常に重要である」と

「かなり重要である」を合わせた≪重要

である≫との回答は54.9％となっていま

す。 

【30ページ参照】
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（「神奈川県入込観光客調査」より作成）
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横浜・川崎
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丹沢・大山
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（「神奈川県入込観光客調査」より作成）
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（2011年度県民ニーズ調査結果より作成）
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ＮＰＯ法人の認証数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

森林･農地面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二酸化炭素（ＣＯ２）排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所などにおける省エネルギー対策や家

庭における太陽光発電設備の普及、ＥＶの導

入促進など、企業や県民による地球温暖化防

止に向けた取組みが進められています。 

こうした取組みの成果や景気低迷の影響

などにより、2008年度、2009年度と県内の

二酸化炭素総排出量は減少しましたが、

｢神奈川県地球温暖化対策計画｣の基準年で

ある1990年と比較すると、2009年度（速報

値）の排出量は3.5％上回っています。 

地域社会の新たな担い手として、福祉

や子育て、環境、防犯、国際交流など多

くの分野で、ＮＰＯが活躍しています。 

県内の認証ＮＰＯ法人の認証数の推移

を見ると、2010年度には2,675法人となっ

ており、10年前と比較して10倍以上、前

年比でも7.2％増と、認証数が大幅な伸び

をみせています。 

 

1960年以降の県内の森林・農地の面積を

見ると、都市化の進展に伴う土地利用や産

業構造の変化を主要因として、1960年から

1970年にかけて大幅に減少し、その後も緩

やかな減少傾向が続いています。 

直近のデータを見ると、2000年度には森

林が95,415ha、農地が21,700haでしたが、

2008年度には、森林が94,902ha、農地が

20,700haといずれも減少しています。 

(法人数)
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0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 (年度)

（県NPO協働推進課調査より作成）
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（県自然環境保全課調査より作成）
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（県地球温暖化対策課調査より作成）
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従業者規模別の製造業事業所数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢階級別の完全失業率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外国人宿泊者の国籍別内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内には、製造業の事業所が集積して

いますが、産業構造の転換、経済のグロ

ーバル化の進展や円高基調などにより、

事業所数が減少しています。 

県内の製造業の事業所数を見ると、

2009年に10,000事業所を割り込みまし

た。従業者規模別では、2010年には、従

業者数４～29人が7,272事業所、30～299

人が1,676事業所となり、中・小規模の事

業所が減少しています。 

経済状況が低迷する中で、県内でも厳

しい雇用情勢が続いています。 

県内の年齢階級別の完全失業率の推移

を見ると、15歳～24歳では６％以上の率

で推移しています。また、25歳～34歳で

は、2006年には4.6％でしたが、2010年に

は6.7％と2.1ポイント増となっており、

若年層の完全失業率が高い水準で推移し

ています。 

 

羽田空港の国際化などにより、神奈川

を訪問する外国人観光客の増加が期待さ

れています。 

2010年に県内で宿泊した外国人の国籍

別の内訳を見ると、中国21.0％、韓国

11.0％、台湾8.0％、香港4.0％となって

おり、アジアからの来訪者が、全体の

47％を占め、次いで、アメリカが21.0％

となっています。 

【40ページ参照】

(2011年度観光白書より作成）

韓国
 11.0%

中国
 21.0%

香港
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 21.0%
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(「神奈川県労働力調査結果報告」より作成）
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（「神奈川県工業統計調査」より作成）
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農林水産業の年齢階級別従業者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路の混雑時平均旅行速度（全国下位５都府県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鉄道のピーク時１時間あたりの平均混雑率 

神奈川は、約905万人の人口を擁し、日

本経済をリードする産業と高い技術力が

集積していますが、県内各地では幹線道

路に慢性的な渋滞が発生し、社会経済活

動や県民生活に大きな影響を与えていま

す。 

県内の朝夕の道路混雑時に調査した自

動車の平均旅行速度を見ると、全国平均

の約６割の21.7km/hであり、東京都、大

阪府に次ぎ、ワースト３位となっていま

す。 

農林水産業では、従事者の高齢化と担

い手不足の傾向が続いています。 

農業就業者数は、2005年に35,604人で

したが、2010年には28,331人となり、５

年前に比べて7,273人（20.4％）減少して

います。 

一方、林業や漁業の就業者数は、水源

環境保全税による森林整備の増大等を見

据えて、林業労働力の確保に取り組んだ

ことなどもあり、増加の傾向が見られま

す。 

県内鉄道の混雑は、緩和傾向にありま

すが、東京都心方面に向かう路線や、そ

れらに接続している路線では、依然とし

て著しい混雑状況にあります。 

県内のピーク時１時間あたりの平均混

雑率を見ると、180％（折りたたむなどし

て無理をすれば新聞を読める程度）を超

えている区間があります。 

線　　名 区　　間 混雑率（％）

ＪＲ東海道線 川崎 → 品川 188

ＪＲ横須賀線 新川崎 → 品川 193

ＪＲ南武線 武蔵中原 → 武蔵小杉 191

ＪＲ横浜線 小机 → 新横浜 183

(国土交通省資料2010年時点)

(km/h)
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（「2010年度道路交通センサス」より作成）

農業就業者の推移
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林業就業者の推移
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（県森林再生課調査より作成）

漁業就業者の推移
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